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単位

単位

単位

なし20 再掲Ｎｏ

該当箇所番号 再掲箇所番号

Ｎｏ

年度

進捗状況を示すデータ

施

策

の

概

要

１）自然公園法（昭和３２年６月１日法律第１６１号）では、わが国の風景を代表するに足りる傑出した自然の

風景地について、国立公園に指定することとしている。

２）国立公園は全国に29公園が指定されており、総面積は約209万ha、国土面積の約5.5％を占めている。

３）国立公園では、その保護及び適正な利用の増進を図るため、各公園ごとに公園の保護又は利用のため

の規制や施設に関する公園計画を定め、環境省がその管理を行っている。

４）公園を取り巻く社会状況の変化に対応するため、全国の国立公園について、順次、公園区域及び公園計

画の見直しを進めている。

瀬

戸

内

海
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で
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施

事

例

１）瀬戸内海国立公園は、昭和9年に指定された我が国で最初の国立公園の1つである。現在は、大阪、兵

庫、和歌山、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、福岡、大分にまたがり、面積は約6万haである。

２）平成12年以降、六甲・淡路地域（点検・平成13年3月30日告示）、岡山県地域（点検・平成15年8月20日

告示）、愛媛県地域（再検討・平成17年3月28日告示）、山口県地域（点検・平成18年1月19日告示）の４地

域において、公園計画の見直しを実施している。

３）基礎データ（別シート参照）

瀬戸内海国立公園の見直しの概要

環境省自然環境局国立公園課

対象地域

施策名

担当部局

項目１

年度

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度



利用者数の多い国立公園（上位１０公園）

順位 公　　園　　名
平成１６年

順　位

1 富士箱根伊豆 101,960 28.98 1

2 瀬戸内海 38,048 10.81 2

3 上信越高原 28,439 8.08 3

4 阿蘇くじゅう 22,101 6.28 4

5 日光 18,611 5.29 5

6 秩父多摩甲斐 16,821 4.78 6

7 支笏洞爺 14,623 4.16 8

8 伊勢志摩 10,456 2.97 9

9 霧島屋久 10,332 2.94 7

10 中部山岳 9,798 2.78 10

上位１０国立公園の合計 271,189 77.1

２８国立公園全体の合計 351,837 100.0

％ ％

66,934 953 ### 4,700 31,034 7,519 43,253 #### 44,206 #### 22,728 34.0

普通地域
％

第３種

特別地

特別地域

％
第２種

特別地

第１種

特別地

第１～３種

小計

平成１７年利用者数

（千人）

国立公園全体に占める

利用者数の割合　（％）

瀬戸内海国立公園の基礎データ（平成20年末）

計総面積 特別

保護地
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単位 地区

H16 H19

11 10

単位

単位

なし21 再掲Ｎｏ

該当箇所番号 再掲箇所番号

Ｎｏ

年度

瀬戸法対象地域

進捗状況を示すデータ

施

策

の

概

要

（景観法の概要）

 　都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良好な景観の形成に関する基本理念及び国等の責務を定めるとともに、

景観計画の策定、景観計画区域、景観地区等における良好な景観の形成のための規制、景観整備機構による支援等を行う。

  具体的な措置内容

  　　（１）良好な景観の形成に関し、国として基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び住民の責務を明らかにする

  　　（２）行為規制について以下の項目を設定

  　　　ア　良好な景観の基本となる、景観計画の策定とその区域の指定

  　　　イ 　棚田の保全や耕作放棄地対策のための景観農振計画

  　　　ウ　自然公園区域における良好な景観の形成のための自然公園法の特例

  　　　エ　より厳しい規制を定める景観地区の決定

  　　　オ　全員同意でソフトも含めた規制をする景観協定

  　　　カ 　ラ ンドマークとなる建物等の外観を保存する景観重要建造物

  　　（３）公共施設の特例として、景観重要公共施設や電線共同溝法の特例

  　　（４）支援の仕組み

  　　　ア　景観整備機構による景観重要建造物の管理や土地の取得の支援

  　　　イ 　景観地区や景観重要建造物についての建築基準法の規制緩和

瀬

戸

内

海

関

係

地

域

で

の

実

施

事

例

景観地区の制度を活用した自然景観などの維持・保全等

（１）倉敷市においては、伝統的建造物群及びこれと一体となってその価値を形成している文化財保護法に基づく伝統的建造物群保存地

区と、倉敷市固有の建造物等が周囲の自然的環境と一体をなして歴史的景観を保持するための倉敷市独自の伝統美観保存地区をあわ

せて、伝統美観の保存、整備することを目的とした地域について、都市計画に１地区、約21ヘクタールの景観地区を定めている。（旧美

観地区を都市計画法改正後、景観地区と見なしたもの）

（２）京都市においては、京都御所や二条城、東西本願寺、東寺など、まちなかに点在する世界遺産を始めとした歴史的資産周辺の地

域、東山への眺望の前景となり歴史的資産を豊富に備えた鴨川から東の地域、西陣や伏見などの伝統産業の集積により特徴的な町並

みが広がる地域等において、市街地の景観の維持を図るため、都市計画に8地区、約3,431ヘクタールの景観地区を定めている。

（３）尾道市においては、地域の特性を活かした「心に残る尾道の景観」の形成を主導する地区として、「尾道市景観計画」に定める「景

観計画区域における良好な景観の形成に関する方針」を踏まえ、「心に残る眺望景観を保全・創造する」などの６項目を柱として都市計

画に1地区、約200ヘクタールの景観地区を定める等、景観の形成に取り組んでいる。

景観法にもとづく施策

都市・地域整備局都市計画課

対象地域

施策名

担当部局

項目１ 瀬戸内海沿岸における景観地区の指定状況

年度

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度



3 － 2 － 2 － 3 － 7 － －

単位 千ha

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

63 85 80 87 87 69 72 73

単位 千㎥

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

273 306 316 302 223 191 149 144

単位

5422 再掲Ｎｏ

該当箇所番号 再掲箇所番号

Ｎｏ

年度

瀬戸内海関係府県計

施

策

の

概

要

１）森林・林業に関する施策については、「森林・林業基本法」に基づき、

　①森林の有する多面的機能の持続的発揮

　②林業の持続的かつ健全な発展と林産物の供給及び利用の確保

という基本理念の下、その展開を図ることとしている。

２）このような基本理念と森林・林業を取り巻く最近の情勢の変化を踏まえ、平成１８年９月には現行の森林・林業基本計画を策定し、多

様で健全な森林の整備・保全等の推進を図っているところであり、

　①広葉樹林化、長伐期化等による多様な森林への誘導

　②低コスト・高効率の作業システムの整備・普及

　③地球温暖化防止への貢献

　④保安林の適切な管理の推進

　⑤国民の安全・安心のための効果的な治山事業の推進

　⑥森林病害虫や野生鳥獣による森林被害対策の推進

等に積極的に取り組んでいるところである。

瀬
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内

海
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で
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施
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１．松くい虫防除対策の取組事例

　大分県杵築市の奈多海岸にある松林は風害や潮害を防ぐ 目的で江戸時代に造成された面積８ha、延長１，５００ｍ、帯幅約５０ｍ、林

齢１００～３５０年生の松林で、日本の白砂青松百選の一つに選ばれている。

　松くい虫被害は昭和４０年代後半より発生し、昭和５０年代には被害がピークに達した。その後、被害は減少傾向にあったが、気象条件

等の影響から平成１３年度に再び被害量が増加し、平成１４年度の被害量は２９０ｍ3となった。

このため県、杵築市、地元住民、森林組合では、

　・地上散布や空中散布の実施

　・被害木の焼却（特別伐倒駆除）による駆除の徹底

　・周辺松林の被害木の駆除

　・周辺環境への影響に配慮し、樹幹注入を実施

　・地元住民、奈多宮総代による防除活動の推進（被害の巡視など）

　・ボラ ンティアや地元の小学生による抵抗性松の植栽

などによる総合的な防除対策を実施した結果、平成１６年度被害量は６０ｍ3、１７年度被害量は１８ｍ3、平成１８年度被害量は１９ｍ3、

１９年度見込み被害量は３１ｍ3と減少傾向である。

２．国有林における森林景観の保全の取組事例

　広島県宮島町宮島の国有林は、世界文化遺産「厳島神社」の緩衝地帯である。近年、薪・柴の採取が行われなくなったことや松くい虫被

害、山火事被害等により、シダ等が繁茂するなど植生が変化しつつあり、樹木の更新に支障が出て、まばらな林になったり、森林景観が

損なわれたりすること等が懸念されている。このため、森林景観の維持・回復手法の調査・検討に取り組むとともに、枯損木の除去等を実

施している。

森林・林業に関する施策

農林水産省林野庁森林整備部研究・保全課

対象地域

施策名

担当部局

項目１ 森林整備（間伐）の実施面積

年度

瀬戸内海関係府県計

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度

松くい虫被害の推移



１．松くい虫防除対策の取組事例

奈多海岸の松林 平成１４年度被害状況

地元による抵抗性松植樹活動

場所：大分県杵築市

２．国有林における森林景観の保全の取組事例

場所：広島県佐伯郡宮島町　宮島国有林

世界文化遺産「厳島神社」の緩衝帯と

なっている宮島国有林の遠景

シダ刈取調査区域を設定し、コシダとウラジロの

繁茂が樹木の更新に及ぼす影響調査を実施中



3 － 2 － 2 － － － －

単位 万ha

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

893 905 920 1,019 1,133 1,165 1,176

単位 件

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

945 877 747 616 608 643 678

7196 6711 4204 3667 3691

単位

23

施

策

の

概

要

担当部局

森林法に基づく保安林および林地開発許可制度の概要施策名

Ｎｏ 再掲Ｎｏ

該当箇所番号

なし

１）保安林制度

　保安林制度は、森林法に基づき水源のかん養、災害の防備等森林の有する公益的機能上重要な森林を農林水産大臣又は都道府県

知事が保安林に指定し、その保全を図るものである。

　保安林については、開発行為に伴う保安林以外への転用は厳しく規制されている。また、保安林内における立木の伐採及び土地の形

質の変更等の行為については、都道府県知事の許可制であり、保安林の指定の目的の達成に支障を及ぼす場合は許可されない。

２）林地開発許可制度

　林地開発許可制度は、森林において開発行為を行う場合に、一定規模を超える開発行為を都道府県知事の許可制とし、開発の対象と

なる森林の有する公益的機能を阻害しないよう開発行為の適正化を図るものである。

　具体的には、地域森林計画対象森林（保安林等を除く。）における１ヘクタールを超える開発行為については、土砂の流出等の災害の

発生、水害の発生、水の確保への著しい支障又は環境の著しい悪化のおそれがある場合に、許可されない。

年度

林地開発許可制度により許可または連絡調整された開発行為の推移（全国）

○　保安林に指定され、保全されている例

年度

瀬

戸

内
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で
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実

施

事

例

項目２ 対象地域

年度

項目３ 対象地域

再掲箇所番号

進捗状況を示すデータ

対象地域項目１ 保安林の実面積の推移（全国）

農林水産省林野庁森林整備部治山課

土砂流出防備・保健保安林（兵庫県神戸市） 魚つき保安林（兵庫県淡路市）土砂流出防備・保健保安林（兵庫県神戸市） 魚つき保安林（兵庫県淡路市）土砂流出防備・保健保安林（兵庫県神戸市） 魚つき保安林（兵庫県淡路市）
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単位

単位
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１）港湾においては、美しい景観を形成し、市民にうるおいと安らぎを提供する機能を有するとともに、生物多様性の確

保にも資する緑地の保全・創出を行い、港湾空間の良好な環境実現を図っているところ。

２）なお、社会資本整備重点計画（平成１５年１０月閣議決定）においては、港湾空間の緑化率を平成１９年度までに約８％

まで向上させることとしている（※平成１８年度時点で約８％）。

瀬

戸

内

海

関

係

地

域

で

の

実

施

事

例

①堺泉北港（堺第７－３区）

　共生の森構想に沿って、良好な海辺環境や自然環境の創出・再生に配慮した緑地の整備を行っている。

②尼崎西宮芦屋港（尼崎地区）

　尼崎の２１世紀の森づくりを先導し、森と水と人が共生するまちづくりの拠点として整備を行っている。

③徳山下松港（徳山地区）

　徳山地区のシンボル的な緑地として親水性を備えた海や港とふれあえる市民の交流箇所及び周辺の雄大な眺めが展

望可能な緑地空間の創造等を目的とし、総合的な港湾緑地の整備を行っている。

　

④新居浜港(東港地区)

　穏やかな瀬戸内海に面する恵まれた海辺という特性を生かし、豊かな自然の中で海とのふれあいやスポーツレジャー

活動の海洋性レクリエーショ ン基地として、マリーナと一体化して利用することが可能な臨海性緑地として整備を行った。

⑤ 別府港（餅ヶ浜地区）

　本緑地は、餅ヶ浜地区のシンボル的な緑地と位置づけられ、前面の高潮対策事業（直轄海岸）と一体的な整備を行うこ

とにより、市民と港湾とのふれあいの場の創出を図るとともに、広く地域の人々が海辺に親しまれる親水緑地として市民

の交流機会の増加を図るために整備している。

瀬戸内海における港湾緑地の整備事例

国土交通省港湾局国際・環境課

対象地域

施策名

担当部局

項目１

年度

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度



①堺泉北港（堺第７－３区） ②尼崎西宮芦屋港（尼崎地区）

③徳山下松港（徳山地区） ④新居浜港（東港地区）

⑤別府港（餅ヶ浜地区）

●

位置図

兵庫

大阪堺泉北港

堺7-3区
緑地整備

海浜 L=200m

緑地整備

尼崎西宮芦屋港

兵庫県

大阪

別府港

緑 地

餅ヶ浜地区イメージパース

新居浜港

緑地

徳山下松港
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単位 ha

Ｈ１１ Ｈ１６

24979 28502

単位

単位

なし25 再掲Ｎｏ

該当箇所番号 再掲箇所番号

Ｎｏ

年度

瀬戸内海関係府県

進捗状況を示すデータ

施

策

の

概

要

都市公園は、都市における貴重な緑とオープンスペースを提供するとともに、以下のような役割を果たして

いる。

１）都市の安全性を向上させ、地震などの災害から市民を守る

震災・大火などの震災時に、避難地、避難路、延焼防止、復旧・復興の拠点となる。

２）良好な都市環境を提供する

地球温暖化の防止、ヒートアイランド現象の緩和、生物多様性の保全による良好な都市環境となる。

３）市民の活動の場、憩いの場を形成する

緑とオープンスペースは、子どもからお年寄りまでの幅広い年齢層の自然とふれあい、レクリエーショ ン活

動、健康運動、文化活動等多様な活動の拠点となる。

４）豊かな地域づくり、地域の活性化に不可欠

中心市街地のにぎわいの場となる公園・広場、地域の歴史的・自然的資源を活用した観光振興の拠点とな

り、地域間の交流・連携となる緑とオープンスペースの確保は、快適で個性豊かな地域づくりに必要不可欠

である。

瀬

戸

内

海

関

係

地

域

で

の

実

施

事

例

瀬戸内海における都市公園の整備事例

国土交通省都市・地域整備局公園緑地課

対象地域

施策名

担当部局

項目１ 都市公園面積

年度

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度



3 － 2 － 2 － － － －

単位

S49 S59 H6 H16 H19

70357 72036 72791 76266 76673 ha

単位

S49 S59 H6 H16 H19

177 187 193 197 195 地区

単位

26

施

策

の

概

要

担当部局

都市計画法に基づく風致地区制度の概要施策名

Ｎｏ 再掲Ｎｏ

該当箇所番号

なし

①　目　的

    自然的要素と一体となって良好な環境の形成が望まれる地区において、自然的要素の保全・創出を図りつ

つ、建築物や

　工作物の開発内容について一定の規制を行うことにより、風致に富んだ良好な都市環境の形成を図る。

②　概　要

  １）風致地区の指定

  　  都市計画区域内（準都市計画区域を含む）における、次のいずれかに該当する土地について、都道府県・

政令市

　　（１０ｈａ未満は市町村）は都市計画に風致地区を定めることができる。

      ａ）樹林地若しくは樹木に富める土地（市街地を含む）であって、良好な自然的景観を形成しているも

の。

      ｂ）水辺地（水面を含む）、農地その他市民意識からする郷土意識の高い土地であって、良好な自然的景

観を形成し

　　　　　ているもの。

　２）行為の制限（風致政令第３条）

　　　以下の行為については、都道府県知事（政令市・中核市・特例市にあっては市長、１０ｈａ未満の風致地

区において

　　は市町村長）の許可が必要である。

      ａ）建築物の建築その他工作物の建設

      ｂ）建築物その他工作物の色彩の変更

      ｃ）宅地の造成、土地の開墾その他の土地の形質の変更

      ｄ）水面の埋立て又は干拓

      ｅ）木竹の伐採

年度

地区数

○瀬戸内海環境保全特別措置法対象地域における風致地区の都市計画決定状況（平成１9年３月３１日現在）

　京都府　：19,187.9ha　21地区〔京都市（17,830.6）、向日市（79.5）、長岡京市（69.0）、大山崎町

（93.3）、

　　　　　　　　　　　　　　　　宇治市（970.5）、宇治田原町（145.0）〕

　大阪府　： 3,287.1ha　32地区〔大阪市（548.5）、豊中市（189.0）、池田市（434.8）、箕面市（91.8）、

　　　　　　　　　　　　　　　　吹田市（139.0）、高槻市（227.5）、東大阪市（383.0）、堺市（133.0）、

　　　　　　　　　　　　　　　　高石市（42.0）、泉大津市（26.0）、岸和田市（552.5）、貝塚市

（316.0）、

　　　　　　　　　　　　　　　　泉佐野市（204.0）〕

　兵庫県　：14,716.0ha　29地区〔神戸市（9,216）、芦屋市（1,088.0）、西宮市（2,121.0）、

                                伊丹市（122.0）、赤穂市（977.0）、洲本市（1,192.0）〕

　奈良県　：12,378.5ha　19地区〔奈良市（4,727.9）、大和郡山市（478.0）、生駒市（1,010.0）、橿原市

（385.3）、

　　　　　　　　　　　　　　　　天理市（1,338.0）、桜井市（1,406.9）、斑鳩町（628.4）、明日香村

（2,404.0）〕

　和歌山県：   394.2ha　 6地区〔和歌山市（394.2）〕

　岡山県　：   598.1ha　 3地区〔岡山市（203.7）、倉敷市（131.0）、吉備中央町（263.4）

　広島県　： 3,908.1ha　 9地区〔福山市（785.3）、竹原市（83.8）、宮島町（3,039.0）〕

　山口県　： 1,499.3ha　21地区〔下関市（285.1）、岩国市（341.1）、宇部市（438.9）、山口市（193.9）、

　　　　　　　　　　　　　　　　山陽小野田市（240.3）〕

　徳島県　： 1,220.0ha　 6地区〔徳島市（1,022.0）、小松島市（198.0）〕

　香川県　： 1067.8ha　 12地区〔高松市（230）、坂出市（273）、宇多津町（133）、

年度

瀬

戸

内

海

関

係

地

域

で
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施

事

例

項目２ 対象地域

年度

瀬戸内海環境保全特別措置法対象市町村

項目３ 対象地域

再掲箇所番号

進捗状況を示すデータ

対象地域項目１ 面積 瀬戸内海環境保全特別措置法対象市町村

国土交通省都市・地域整備局都市計画課



3 － 2 － 2 － － － －

単位 ha

Ｈ１１ Ｈ１６

620.5 892.5

単位

単位

なし27 再掲Ｎｏ

該当箇所番号 再掲箇所番号

Ｎｏ

年度

瀬戸内海関係府県

進捗状況を示すデータ

施

策

の

概

要

特別緑地保全地区は、都市における良好な自然環境となる緑地において、建築行為など一定の行為の制

限などにより現状凍結的に保全する制度であり、「都市緑地法」に基づき指定される。これにより都市域に残

された豊かな緑を保全し、将来に継承することができる。

●指定要件

　以下のいずれかに該当するもの

１）無秩序な市街化の防止、公害又は災害の防止のためひつような遮断地帯、緩衝地帯又は避難地帯とし

て適切な位置、規模及び形態を有するもの

２）神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となって、又は伝承若しくは風俗習慣と結びついて当該地域にお

いて伝統的、文化的意義を有するもの

３）次のいずれかに該当し、かつ、当該地域の住民の健全な生活環境を維持するために必要なもの

・風致又は景観が優れているもの

・動植物の生息地又は生育地として適正に保全する必要があるもの

瀬

戸

内

海

関

係

地

域

で

の

実

施

事

例

都市緑地法に基づく緑地保全地区施策

国土交通省都市・地域整備局公園緑地課緑地環境推進室

対象地域

施策名

担当部局

項目１ 特別緑地保全地区指定面積

年度

項目３ 対象地域

項目２ 対象地域

年度



3 － 2 － 3 － 3 － 2 － 5 －

単位 地区

12 13 14 15 16 17 18 19

15 15 15 15 15 17 18 19

3428 再掲Ｎｏ

該当箇所番号 再掲箇所番号

Ｎｏ

年度

瀬戸法対象地域

施

策

の

概

要
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瀬戸内海地域では、平成17年度末の時点で18地区が重要伝統的建造物群保存地区に選定されている。以下、選定年月順に記す。

○昭和51年９月４日選定　京都府　京都市産寧坂伝統的建造物群保存地区（門前町）

　　　　　　　　　　　　　　　　京都市祇園新橋伝統的建造物群保存地区（茶屋町）

○昭和52年５月18日選定　岡山県　高梁市吹屋伝統的建造物群保存地区（鉱山町）

○昭和54年５月21日選定　京都府　京都市嵯峨鳥居本伝統的建造物群保存地区（門前町）

　　　　　　　　　　　　岡山県　倉敷市倉敷川畔伝統的建造物群保存地区（商家町）

○昭和55年４月10日選定　兵庫県　神戸市北野町山本通伝統的建造物群保存地区（港町）

○昭和57年４月17日選定　愛媛県　内子町八日市護国伝統的建造物群保存地区（製蝋町）

○昭和57年12月16日選定　広島県　竹原市竹原地区伝統的建造物群保存地区（製塩町）

○昭和59年12月10日選定　山口県　柳井市古市金屋伝統的建造物群保存地区（商家町）

○昭和60年４月13日選定　香川県　丸亀市塩飽本島町笠島伝統的建造物群保存地区（港町）

○昭和63年12月16日選定　京都府　京都市上賀茂伝統的建造物群保存地区（社家町）

　　　　　　　　　　　　徳島県　美馬市脇町南町伝統的建造物群保存地区（商家町）

○平成５年12月８日選定　奈良県　橿原市今井町伝統的建造物群保存地区（寺内町・在郷町）

○平成６年７月４日選定　広島県　呉市豊町御手洗伝統的建造物群保存地区（港町）

○平成９年10月31日選定  大阪府　富田林市富田林伝統的建造物群保存地区（寺内町・在郷町）

○平成16年12月10日選定  兵庫県　篠山市篠山伝統的建造物群保存地区（城下町）

　　　　　　　　　　　　大分県　日田市豆田町伝統的建造物群保存地区（商家町）

○平成17年12月27日選定 徳島県 東祖谷山村落合伝統的建造物群保存地区（山村集落）

１、 伝統的建造物群保存地区制度の特色と仕組み

　伝統的建造物群保存地区の制度は伝統的な建造物を単体で文化財として指定するのではなく、その集合体が文化財として価値あるも

のと位置づけた点で、これまでの文化財の概念を大きく広げたものである。また、樹木、池、庭園など伝統的建造物群と景観上密接な関

係がある環境物件を一体として保存できることも大きな特色である。さらに、条例や保存計画の策定、地区決定など一連の保存制度の整

備や伝統的建造物群保存地区内の建造物等の現状変更の許可や保存事業は、市町村（教育委員会）が主体的に行う仕組みとなってお

り、国の重要伝統的建造物群保存地区としての選定は、市町村からの申出があってはじめて可能となる。また、都市計画と連動して地区の

決定を行うことになっており、地元の総合的なまちづくりが視野に入った制度といえる。

　伝統的建造物群保存地区制度による保存への流れは以下のようなものである。

　　①歴史的集落・町並みを有する市町村が、伝統的建造物群保存対策調査を実施

　　②歴史的文化的価値や住民意向の確認及び課題の整理

　　③保存地区の指定方法や保存計画の策定などを定めた伝統的建造物群保存地区保存条例の制定

　　④保存条例に基づいて伝統的建造物群保存地区保存審議会の設置

　　⑤保存審議会において保存地区の範囲や保存計画案等について審議

　　⑥保存審議会の答申を得て保存地区を決定及び保存計画を策定

　　⑦市町村は文部科学大臣に対して重要伝統的建造物群保存地区の選定の申出

　　⑧文化審議会の審議を経て重要伝統的建造物群保存地区として選定

２、保存のための経費の補助と税の優遇措置等

１）経費の補助

　所有者等が行う修理修景事業等への補助内容は市町村が独自に定めているが、補助対象は外観及びこれと密接な関係がある内部

（構造体など）にかかる経費とされる。国や都道府県は、市町村が所有者等に交付する補助経費等に対して補助することとなっている。

国の市町村への補助率は過疎地域で65％、その他の地域では50％である。

２）税の優遇措置

　重要伝統的建造物群保存地区の伝統的建造物の家屋にかかる固定資産税は平成元年度から課税免除とされている。また、平成10年

から伝統的建造物の敷地にかかる固定資産税及び伝統的建造物以外の建築物等の敷地にかかる固定資産税についても適宜軽減の措

置をとることが適当とされ、軽減措置を行った場合は、減免額の一部について特別交付税が交付されることとなった。なお、伝統的建造物

群保存地区内の土地の地価税は非課税とされている。

　さらに、平成16年からは伝統的建造物群保存地区における相続税の適正評価が導入され、伝統的建造物にあっては文化財ではない

ものとした場合の価額から0.3を乗じて計算した額を控除した金額により評価することができることとした。

伝統的建造物群保存地区制度の概要

文化庁参事官（建造物担当）

対象地域

施策名

担当部局

項目１ 重要伝統的建造物群保存地区選定件数（各年４月１日現在）

年度

項目３

項目２

年度



瀬戸内海沿岸部にお け る文化財指定等一覧

京都市産寧坂伝統的建造物群保存地

区
京都府京都市 1976.9.4

京都市祇園新橋伝統的建造物群保存

地区
京都府京都市 1976.9.4

京都市嵯峨鳥居本伝統的建造物群保

存地区
京都府京都市 1979.5.21

京都市上賀茂伝統的建造物群保存地

区
京都府京都市 1988.12.16

富田林市富田林伝統的建造物群保存

地区
大阪府富田林市 1997.10.31

神戸市北野町山本通伝統的建造物群

保存地区
兵庫県神戸市 1980.4.10

篠山市篠山伝統的建造物群保存地区 兵庫県篠山市 2004.12.10

橿原市今井町伝統的建造物群保存地

区
奈良県橿原市 1993.12.8

湯浅町湯浅伝統的建造物群保存地区 和歌山市湯浅町 2006.12.19

高梁市吹屋伝統的建造物群保存地区 岡山県高梁市 1977.5.18

倉敷市倉敷川畔伝統的建造物群保存

地区
岡山県倉敷市 1979.5.21

竹原市竹原地区伝統的建造物群保存

地区
広島県竹原市 1982.12.16

呉市豊町御手洗伝統的建造物群保存

地区
広島県呉市 1994.7.4

柳井市古市金屋伝統的建造物群保存

地区
山口県柳井市 1984.12.10

美馬市脇町南町伝統的建造物群保存

地区
徳島県美馬市 1988.12.16

東祖谷山村落合伝統的建造物群保存

地区

徳島県三好郡東祖谷山

村
2005.12.27

丸亀市塩飽本島町笠島伝統的建造物

群保存地区
香川県丸亀市 1985.4.13

内子町八日市護国伝統的建造物群保

存地区
愛媛県喜多郡内子町 1982.4.17

日田市豆田町伝統的建造物群保存地

区
大分県日田市 2004.12.10

重要伝統的建造

物群保存地区




